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2022年度上半期経営情報
（令和4年９月末現在）
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経営情報（半期情報の開示について）
　令和4年度上半期（令和4年4月1日～令和4年9月30日まで）における経営情報をお知らせい
たします。

区　　　　　　　　分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）=（B）+（C）

保全率
（D）／（A）

破 産 更 生 債 権 及 び
これらに準ずる債権

令和4年3月末 852 417 435 852 100.00

令和4年9月末 836 358 477 836 100.00

危 険 債 権
令和4年3月末 809 644 165 809 100.00

令和4年9月末 756 595 160 756 100.00

要 管 理 債 権
令和4年3月末 12 11 0 12 100.00

令和4年9月末 12 12 ― 12 100.00

金 融 再 生 法
開 示 債 権 計

令和4年3月末 1,674 1,073 601 1,674 100.00

令和4年9月末 1,604 966 638 1,604 100.00

正 常 債 権
令和4年3月末 33,708

令和4年9月末 32,741

合 計
令和4年3月末 35,377

令和4年9月末 34,346

（注）�令和4年9月末の計数は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」第4条に規定する各債権のカテゴリーによ
り分類し、以下の簡便な方法により算出しております。従って、令和4年3月末の計数とは算出方法が異なるため、計数は連続
しておりません。
〈令和4年9月末の算出方法〉
1．�債務者区分については原則として令和4年3月末時点における自己査定による債務者区分を基準としております。ただし、4
月1日から9月末までに倒産、不渡り等の客観的な事実ならびに内部格付による債務者区分の変更等のあった債務者について
は、当組合の定める基準に基づく債務者区分見直し後の債務者区分によっております。

2．�「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の金額は、債務者区分でいう破綻先及び実質破綻先に該当する債務者に対する債
権の合計です。

3．�「危険債権」の金額は、債務者区分でいう破綻懸念先に該当する債務者に対する債権の合計です。
4．�「要管理債権」の金額は、債務者区分でいう要注意先に該当する債務者に対する債権のうち、貸出条件を緩和している債権
及び3か月以上延滞している貸出債権の合計です。

5．�「正常債権」の金額は、債務者の財務状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債権及びこれらに準ずる
債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権の合計です。

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額� （単位：百万円、％）

損益の状況� （単位：百万円）

区　　　分 令和4年9月末

業 務 純 益 86

実 質 業 務 純 益 76

コ ア 業 務 純 益 76

コ ア 業 務 純 益
（ 投 資 信 託 解 約 損 益 を 除 く。） 76

経 常 利 益 49

当 期 純 利 益 39

自己資本比率（国内基準）� （単位：％）

令和4年9月末
〈参考〉

令和4年3月末
自 己 資 本 比 率 19.25 19.17

区　　　分 令和4年9月末
〈参考〉

令和4年3月末
預 金 残 高 77,898 70,870

貸 出 金 残 高 34,272 35,297

預金・貸出金の状況� （単位：百万円）

業 種 別
令和4年9月末 〈参考〉令和4年3月末
金　額 構成比 金　額 構成比

製 造 業 1,769 5.2 1,858 5.3
農 業 、 林 業 206 0.6 193 0.5
漁 業 13 0.0 16 0.0
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―
建 設 業 5,759 16.8 6,164 17.5
電気、ガス、熱供給、水道業 56 0.2 61 0.2
情 報 通 信 業 79 0.2 89 0.2
運 輸 業、 郵 便 業 744 2.2 711 2.0
卸 売 業、 小 売 業 3,871 11.3 3,996 11.3
金 融 業、 保 険 業 1,000 2.9 1,000 2.8
不 動 産 業 324 0.9 518 1.5
物 品 賃 貸 業 ― ― ― ―

業 種 別
令和4年9月末 〈参考〉令和4年3月末
金　額 構成比 金　額 構成比

学術研究、専門・技術サービス業 ― ― ― ―
宿 泊 業 844 2.5 836 2.4
飲 食 業 1,045 3.0 1,017 2.9
生活関連サービス業、娯楽業 158 0.5 158 0.4
教 育、 学 習 支 援 業 ― ― ― ―
医 療 、 福 祉 561 1.6 602 1.7
そ の 他 の サ ー ビ ス 2,293 6.8 2,386 6.8
そ の 他 の 産 業 181 0.5 314 0.9
小 計 18,903 55.2 19,919 56.4
国・ 地 方 公 共 団 体 等 5,050 14.7 4,689 13.3
個人（住宅・消費・納税資金等） 10,319 30.1 10,689 30.3
合 計 34,272 100.0 35,297 100.0

貸出金業種別残高・構成比� （単位：百万円、％）

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、
合計が一致しない場合があります。
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◎満期保有目的の債券…該当事項なし

◎その他有価証券
種 類 令和4年9月末 〈参考〉令和4年3月末

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸 借 対 照 表
計 上 額 が
取 得 原 価 を
超 え る も の

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 7,495 7,310 184 14,660 14,332 328

国 債 1,865 1,706 159 2,897 2,712 185
社 債 5,629 5,604 25 11,762 11,620 142

そ の 他 1,141 1,053 88 1,197 1,072 125
小 計 8,637 8,363 273 15,858 15,404 453

貸 借 対 照 表
計 上 額 が
取 得 原 価 を
超えないもの

株 式 59 71 △ 12 57 71 △ 14
債 券 13,011 13,590 △ 579 6,105 6,270 △ 164

国 債 3,246 3,478 △ 232 2,384 2,472 △ 88
社 債 9,765 10,112 △ 346 3,721 3,797 △ 75

そ の 他 18 18 0 ― ― ―
小 計 13,089 13,681 △ 591 6,162 6,342 △ 179

合 計 21,726 22,045 △ 318 22,020 21,747 273
（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基づいております。
　　 2．「社債」には、政府保証債、公社公団債、事業債が含まれております。
　　 3．「その他」には、投資信託が含まれます。
　　 4．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

有価証券の時価等情報� （単位：百万円）

　当組合は、経営者保証の課題に適切に対応するため、経営者保証に関するガイドライン研究会（事務局：全国銀行協会
及び日本商工会議所）が公表（平成25年12月5日）した「経営者保証に関するガイドライン」（以下、「GL」という。）を自
発的に尊重し、遵守するための態勢整備を通じて、その弊害の解消に努める。
　今後、中小企業者等と保証契約を締結する場合、また、当該保証人がGLに則した保証債務の整理を申し立てられた場
合には、GLに基づき、誠実に対応し、取引先との継続的かつ良好な信頼関係の構築・強化に努める。
1．経営者保証に依存しない融資の一層の促進について
　法人個人の一体性の解消等が図られている、あるいは、解消等を図ろうとしている中小企業者等から資金調達の要請
を受けた場合には、GLに基づき、当該企業の経営状況、資金使途、回収可能性等を分析し総合的に判断する中で、経
営者保証を求めない可能性、代替的な融資手法を活用する可能性について、取引先の意向も踏まえた上で、検討する。

2．経営者保証の契約時の対応について
　中小企業者等との間で保証契約を締結する場合には、GLに基づき、主たる債務者と保証人に対し、保証契約の必
要性等に関する丁寧かつ具体的な説明を行う。
　また、保証金額の設定については、中小企業等の各ライフステージにおける取組意欲を阻害しないよう、形式的に
保証金額を融資額と同額とはせず、保証人の資産及び収入の状況、融資額、主たる債務者の信用状況、物的担保等の
設定状況、主たる債務者及び保証人の適時適切な情報開示姿勢等を総合的に勘案して設定する。

3．既存保証契約の見直しについて
　中小企業者等から既存保証契約の見直しの申し入れを受けた場合には、GLに基づき、改めて検討を行うとともに、
その検討結果を主たる債務者と保証人に対し、丁寧かつ具体的な説明を行う。
⑵　保証人から保証債務の整理についてGLに則った整理の申し立てを受けた場合には、GLに基づき、関係する他の
金融機関、外部専門家及び外部機関と連携・協力し、当該債務整理手続きの成立に向けて誠実に対応する。

4．保証債務の整理について
　経営者保証における保証債務を履行する場合には、GLに基づき、保証人の手元に残すことのできる残存資産の範
囲について、必要に応じ支援専門家とも連携しつつ、保証人の履行能力、経営者たる保証人の経営責任や信頼性、破
産手続における自由財産の考え方との整合性等を総合的に勘案して決定する。
⑵　GLによる債務整理を行った保証人については、信用情報登録機関に報告、登録しない。

経営者保証に関する取組方針

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、
合計が一致しない場合があります。
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科　　　　目 金　　　　額

（資産の部） 令和4年9月末
〈参考〉

令和4年3月末
〈参考〉

令和3年9月末

現 金 1,069,840 1,028,878 993,789

預 け 金 29,003,010 22,006,516 28,729,306

有 価 証 券 21,753,736 22,047,952 21,554,480

国 債 5,112,400 5,281,900 4,442,370

社 債 15,394,830 15,484,370 15,844,390

株 式 85,519 83,218 83,569

そ の 他 の 証 券 1,160,987 1,198,464 1,184,151

貸 出 金 34,272,667 35,297,311 34,798,641

割 引 手 形 317,415 294,338 263,322

手 形 貸 付 1,095,264 1,374,456 1,135,335

証 書 貸 付 31,979,256 32,598,689 32,550,027

当 座 貸 越 880,732 1,029,827 849,956

そ の 他 資 産 688,546 674,037 690,909

未 決 済 為 替 貸 2,265 2,964 6,709

全 信 組 連 出 資 金 567,400 567,400 567,400

前 払 費 用 12 12 12

未 収 収 益 92,512 82,577 75,010

そ の 他 の 資 産 26,356 21,083 41,777

有 形 固 定 資 産 564,128 525,176 521,658

建 物 212,557 218,231 221,817

土 地 286,183 237,183 237,183

リ ー ス 資 産 17,332 22,030 26,728

その他の有形固定資産 48,053 47,729 35,927

無 形 固 定 資 産 2,673 2,520 2,600

ソ フ ト ウ ェ ア 704 551 631

その他の無形固定資産 1,969 1,969 1,969

繰 延 税 金 資 産 137,931 ― ―

債 務 保 証 見 返 73,771 64,263 79,203

貸 倒 引 当 金 △ 648,687 △ 620,545 △ 630,626

（ う ち 個 別 貸 倒 引 当 金 ） （△ 638,570） （△ 600,779） （△ 613,864）

資 産 の 部 合 計 86,917,619 81,026,111 86,739,964

科　　　　目 金　　　　額

（負債の部） 令和4年9月末
〈参考〉

令和4年3月末
〈参考〉

令和3年9月末

預 金 積 金 77,898,656 70,870,011 76,149,302

当 座 預 金 313,607 284,466 340,044

普 通 預 金 22,050,741 21,159,447 21,258,607

通 知 預 金 ― 10,780 ―

定 期 預 金 52,050,929 45,904,610 51,145,962

定 期 積 金 3,243,182 3,342,880 3,208,756

そ の 他 の 預 金 240,195 167,826 195,931

借 用 金 2,300,000 3,000,000 3,000,000

借 入 金 2,300,000 3,000,000 3,000,000

そ の 他 負 債 104,341 126,935 146,059

未 決 済 為 替 借 7,143 8,043 6,029

未 払 費 用 37,621 42,096 50,821

給 付 補 填 備 金 2,490 2,571 2,562

未 払 法 人 税 等 7,331 21,883 9,883

前 受 収 益 21,943 23,108 22,803

払 戻 未 済 金 ― 145 ―

リ ー ス 債 務 17,332 22,030 26,728

そ の 他 の 負 債 10,478 7,056 27,230

賞 与 引 当 金 43,686 36,404 43,678

退 職 給 付 引 当 金 58,669 51,646 52,925

役員退職慰労引当金 94,110 94,110 81,840

睡眠預金払戻損失引当金 1,000 1,000 1,000

偶 発 損 失 引 当 金 1,715 7,117 6,644

繰 延 税 金 負 債 ― 28,477 145,916

債 務 保 証 73,771 64,263 79,203

負 債 の 部 合 計 80,575,952 74,279,966 79,706,568

（純資産の部）

出 資 金 255,925 255,925 255,925

普 通 出 資 金 255,925 255,925 255,925

利 益 剰 余 金 6,316,334 6,292,053 6,264,816

利 益 準 備 金 255,925 255,925 255,925

そ の 他 利 益 剰 余 金 6,060,409 6,036,128 6,008,891

特 別 積 立 金 5,872,408 5,572,408 5,572,408

（うち経営安定化積立金） 1,300,000 1,300,000 1,300,000

当期未処分剰余金 188,001 463,720 436,483

組 合 員 勘 定 合 計 6,572,259 6,547,978 6,520,741

その他有価証券評価差額金 △ 230,592 198,166 512,654

評価・換算差額等合計 △ 230,592 198,166 512,654

純 資 産 の 部 合 計 6,341,667 6,746,145 7,033,395

負債及び純資産の部合計 86,917,619 81,026,111 86,739,964

貸借対照表 （単位：千円）

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、
合計が一致しない場合があります。



5

科　　　　目 令和4年9月末
〈参考〉

令和3年9月末

経 常 収 益 526,271 542,173

資 金 運 用 収 益 503,099 487,416

貸 出 金 利 息 340,232 339,989

預 け 金 利 息 15,643 15,746

有 価 証 券 利 息 配 当 金 122,942 118,922

そ の 他 の 受 入 利 息 24,279 12,758

役 務 取 引 等 収 益 21,259 19,705

受 入 為 替 手 数 料 7,532 9,558

そ の 他 の 役 務 収 益 13,727 10,146

そ の 他 業 務 収 益 1,015 34,782

国 債 等 債 券 売 却 益 ― 33,940

そ の 他 の 業 務 収 益 1,015 842

そ の 他 経 常 収 益 897 268

償 却 債 権 取 立 益 ― 220

そ の 他 の 経 常 収 益 897 48

経 常 費 用 477,241 477,425

資 金 調 達 費 用 9,640 15,994

預 金 利 息 10,102 16,148

給 付 補 填 備 金 繰 入 額 729 1,320

借 用 金 利 息 △ 1,191 △ 1,475

役 務 取 引 等 費 用 55,948 54,632

支 払 為 替 手 数 料 3,189 3,959

そ の 他 の 役 務 費 用 52,758 50,672

そ の 他 業 務 費 用 49 532

国 債 等 債 券 償 還 損 49 437

そ の 他 の 業 務 費 用 ― 94

経 費 383,211 386,789

人 件 費 277,504 277,872

物 件 費 100,400 103,048

税 金 5,306 5,868

そ の 他 経 常 費 用 28,392 19,477

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 28,142 17,891

そ の 他 資 産 償 却 13 ―

そ の 他 の 経 常 費 用 236 1,586

経 常 利 益 49,030 64,747

科　　　　目 令和4年9月末
〈参考〉

令和3年9月末

特 別 利 益 ― ―

固 定 資 産 処 分 益 ― ―

特 別 損 失 ― ―

固 定 資 産 処 分 損 ― ―

税 引 前 当 期 純 利 益 49,030 64,747

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,879 14,726

法 人 税 等 調 整 額 △ 2,481 7,998

法 人 税 等 合 計 9,398 22,725

当 期 純 利 益 39,631 42,021

繰 越 金（ 当 期 首 残 高 ） 148,369 394,461

当 期 未 処 分 剰 余 金 188,001 436,483

損益計算書� （単位：千円）

（注）各計数は、単位未満を切り捨てて表示していますので、
合計が一致しない場合があります。

通帳・カード等を紛失または盗難に遭われた場合は、ただちに最寄りの店舗へご連絡ください。
なお、営業時間外や休日の場合は、留守番電話にて「カード紛失受付センター」の電話番号をご案内しております。
電話番号　047-498-0151（カード紛失受付センター）

お客さまからのご要望にお応えするために「お客様相談窓口」を本部（総務企画部）に設置し、相談・苦情等の受付体制を整備しております。
電話番号　0954-62-9966（総務企画部）／ 受付時間　平日 9：00〜17：00

苦情相談窓口の設置

通帳・カード等盗難・紛失時の24時間受付

●�鹿島ライオンズクラブと武雄法人会主催の「献血活動」に積
極的に参加しております。

地域貢献活動� （令和4年4月～令和4年9月まで）

※上記、地域貢献活動以外の出来事の紹介

●�令和4年8月22日よりブランチインブランチ形態（※）で有
田支店を武雄支店へ移転統合しました。

（※）�ブランチインブランチとは、複数の店舗をひとつの店舗
（建物）内で営業する形態のことです。
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　当組合は、お客様からのお申出について、以下のとおり金融ADR
制度も踏まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公平・適切な対応
を図り、もって当組合に対するお客様の信頼の向上に努めます。

1. お客様からの苦情等については、本支店またはさがにし苦情等相
談窓口で受け付けます。

2. お申し出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するととも
に、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対
応し、解決に努めます。

3. 苦情等の受付・対応に当たっては、個人情報保護に関する法律や
ガイドライン等に沿い、適切に取り扱いいたします。

4. お客様からの苦情等のお申し出は、しんくみ相談所をはじめとす
る他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じて
適切な機関をご紹介し、その標準的な手続等の情報を提供します。

5. 紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を
利用することとします。

6. 顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状
況および処理指示については、総務企画部が一元的に管理します。

7. 反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規定等に基
づき、必要に応じ警察等関係機関との連携をとった上、断固たる
対応をとります。

8. 苦情等に対応するため、研修等により関連規程等に基づき業務が
運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。

9. 苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を
把握した上、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取組みを不断
に行います。

店　　名 住　　　　所 電　　話 ATM
本 部 〒849-1311　佐賀県鹿島市大字高津原4369番地1 0954-62-9966
本店営業部 〒849-1311　佐賀県鹿島市大字高津原4369番地1 0954-63-2411 1台
太 良 支 店 〒849-1602　佐賀県藤津郡太良町大字多良1664番地1 0954-67-0062 1台
塩 田 支 店 〒849-1411　佐賀県嬉野市塩田町大字馬場下甲740番地1 0954-66-2028 1台
嬉 野 支 店 〒843-0301　佐賀県嬉野市嬉野町大字下宿乙2183番地 0954-43-2133 1台
大 浦 支 店 〒849-1612　佐賀県藤津郡太良町大字大浦丁463番地 0954-68-2316 1台
武 雄 支 店 〒843-0023　佐賀県武雄市武雄町大字昭和19番地7 0954-23-4128 1台
伊万里支店 〒848-0031　佐賀県伊万里市二里町八谷搦1121番地1 0955-23-6538 1台
有 明 支 店 〒849-1112　佐賀県杵島郡白石町大字福田1566番地2 0952-84-3721 1台
白 石 支 店 〒849-1112　佐賀県杵島郡白石町大字福田1566番地2 0952-84-3721 1台
有 田 支 店 〒843-0023　佐賀県武雄市武雄町大字昭和19番地7 0954-23-4128

鹿島市、武雄市
伊万里市、嬉野市
太良町、白石町
大町町
江北町（大字惣領分を除く）

有田町
ただし、佐賀県の
外郭団体は佐賀県
一円

名 称 東京弁護士会　紛争解決センター 第一東京弁護士会　仲裁センター 第二東京弁護士会　仲裁センター
住 所 〒100- 0013　東京都千代田区霞ヶ関1-1-3 〒100- 0013　東京都千代田区霞ヶ関1-1-3 〒100- 0013　東京都千代田区霞ヶ関1-1-3
電 話 03-3581- 0031 03-3595-8588 03-3581-2249
受 付 日
時 間

月〜金（除　祝日、年末年始）
9：30〜12：00／13：00〜15：00

月〜金（除　祝日、年末年始）
10：00〜12：00／13：00〜16：00

月〜金（除　祝日、年末年始）
9：30〜12：00／13：00〜17：00

名 称 福岡県弁護士会　天神弁護士センター 福岡県弁護士会　北九州法律相談センター 福岡県弁護士会　久留米センター
住 所 〒810-0004　福岡市中央区渡辺通5-14-12 〒803-0816　北九州市小倉北区金田1-4-2 〒830-0021　久留米市篠山町11-5
電 話 092-741-3208 093-561- 0360 0942-30-0144
受 付 日
時 間

月〜金（除　祝日、年末年始）　10：00〜19：00
土・日・祝　10：00〜13：00

月〜金（除　祝日、年末年始）
9：30〜12：30／13：30〜15：30

月〜金（除　祝日、年末年始）
10：00〜11：30／13：00〜16：00

〒849-1311 佐賀県鹿島市大字高津原4369番地1
TEL：0954-63-2411　FAX：0954-62-9967　
URL：https://www.saganishi.shinkumi.jp/

　当組合では、お客様に、より一層のご満足をいただけるよう、苦情等
相談窓口を設け、お取引に係る苦情等を受付けておりますので、お取引
のある営業店または、以下の相談窓口にお気軽にお申し出ください。

　苦情等のお申し出は、当信用組合のほか、しんくみ相談所をは
じめとする他の機関でも受け付けています（詳しくは、当組合苦
情等相談窓口へご相談ください）。

　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会または福岡県弁
護士会が設置運営する仲裁センター等で紛争の解決を図ることも可能で
すので、当組合苦情等相談窓口またはしんくみ相談所へお申し出くださ
い。
　また、お客様が直接、仲裁センター等へ申し出ることも可能です。
　なお、仲裁センター等では、東京または福岡以外の地域の方々からの
申し立てについて、当事者の希望を聞いたうえで、アクセスに便利な地
域で手続きを進める方法があります。

①移管調停： 東京または福岡以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を
移管する。

②現地調停： 東京または福岡の弁護士会の斡旋人と東京または福岡以外の
弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京または福岡を結
ぶテレビ会議システム等により、共同して解決に当たる。

※ 移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんので
ご注意ください。

　具体的には仲裁センター等にご照会ください。

　相談所は、公平・中立な立場でお申し出を伺い、お申し出のお客様の了解を
得たうえ、当該の信用組合に対し迅速な解決を要請します。

※ 苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・要望・苦情・紛争のいず
れかに該当するもの及びこれらに準ずるものをいいます。

受付窓口 総務企画部（さがにし苦情等相談窓口）
電話番号 0954-62-9966
住 所 〒849-1311　佐賀県鹿島市大字高津原4369-1
受 付 日 月曜日〜金曜日（土・日・祝日および金融機関の休日を除く）
受付時間 9：00〜17：00

受付窓口 一般社団法人　全国信用組合中央協会　しんくみ相談所
電話番号 03-3567-2456

住 所 〒104-0031
東京都中央区京橋1-9-5（全国信用組合会館内）

受 付 日 月曜日〜金曜日（土・日・祝日および金融機関の休日を除く）
受付時間 9：00〜17：00

当組合の苦情処理措置・紛争解決措置等の概要について

店舗一覧（事務所の名称・所在地）� （自動機器設置状況） 地区一覧


